
信州大学教職員組合  

組合そくほう  
http://www7a.biglobe.ne.jp/~akarenga/ 
https://zendaikyo.or.jp/（全大教ウェブページ） 

通算 916号 2022年 6月 8日発行 

信州大学教職員組合事務局 

◆ 組合へのご相談・加入申込は 
直通電話 0263-33-0933 (FAX 兼用) 

内  線 811-2341 

メ ー ル akarenga@kbf.biglobe.ne.jp 

 

 

学長「希望をもって働ける職場環境めざす」 
学長への挨拶の報告  

 

 教職員組合の新執行部発足に伴い、6月 2日

（木）に委員長（三木）、副委員長（八木）、

事務局長（成澤）が学長へ挨拶にうかがいま

した。大学側は、中村学長、髙口理事（総務

担当）、古橋総務部長、市川人事課長に出席い

ただきました。 

 自己紹介ののち、組合新執行部から、組合

員が関心を寄せていることがらを紹介しまし

た。たとえば―― 

①新学部が設置されるとすると、職員・技術

職員がその新学部へ異動することになるで

しょうが、大学全体で職員の総数が増えな

いとすると、異動元の部署では人手不足に

なったりしないでしょうか。 

②改正労働契約法（2013年施行）から 10年た

つことで、東北大学では今年度末で研究員

など 239 人が雇い止めされる可能性がある

ことが報道され、世間の注目を集めていま

す。本学ではそのようなことはないでしょ

うか。 

③ウクライナ情勢とも関連して、石油や電力

の価格が値上がりする中で、この夏・冬に

は大学全体として一層の省エネが求められ

ることが予想されます。その中でも労働環

境を保つ必要があります。 

といったことがらです。 

 これに対して、学長からは「希望をもって

働ける職場環境を目指す。この方針は揺るぎ

ない」という力強い返答をいただきました。

約 30 分間、和やかな雰囲気で意見交換し、挨

拶を終えました。 

 

 また、教職員組合とのやりとりの窓口に 

なっていただいている人事課の方々にも、今

後1年間よろしくお願いしますと挨拶をいたし

ました。 

 

 

 

 

 資 料  

国際卓越研究大学法について  
 
 全大教（全国大学高専教職員組合）中央執

行委員会が、「「国際卓越研究大学法」の成

立に当たって」と題する声明を 5 月 24 日に発

表しています。 

 同法について どのように見るべきか考える

ときの参考になると思いますので、以下、抜

粋して引用します（一部、読みやすいように

改行し、下線を加えました）。 

＊  ＊  ＊ 

 

 〔……〕衆参両院において、参考人質疑も

行われないまま短時間の審議で採決が行われ

たことは非常に遺憾です。〔……〕 

 しかしながら両院委員会で採択された「附

帯決議」の内容には私たちの訴えてきた諸点

も多く盛り込まれたことは運動の成果と言え



ます。また委員会質疑では与野党を問わず、 

① 国立大学法人の研究力後退は法人化以降の

運営費交付金の実質減による安定的研究費

不足や多忙化による研究時間減少等に原因

が求められる、 

② 研究力後退に歯止めをかけるには一握りの

大学への支援集中ではなく国立大学全体へ

の支援などで研究力のすそ野を広げる必要

がある、 

③ ビジネスと大学での研究は本質的に異なる

のであり、創造的研究を支える基礎研究に

は長期的な資金と安定した研究職の保障が

必要である、 

④ 学問の自由を保障する大学自治の尊重こそ

が大学の研究力発展の礎である、 

⑤ 事業成長 3％増の条件化は「儲かる研究」

への傾斜と学生負担の増加が懸念される、 

などが指摘され、認識が共有されました。  

 今後は、この法律の運用の詳細を規定する

政省令や「基本計画」等が定められていきま

す。その中で、3％成長の算出ベースである

「事業収入」の具体的内容や、大きな懸念が

ある大学運営への政治的介入強化、学生負担

増等の多くの重要な点が規定されていきます。 

 また、国立大学法人については、「国際卓

越研究大学」に求められる「合議体」設立に

は「国立大学法人法」改正が必要で、これが

すべての国立大学に大きな影響を及ぼすこと

が危惧されます。  

 全大教中央執行委員会は、制度の具体化の

過程で「附帯決議」に盛られた内容の実質化

を含め、大学ファンド運用益の幅広い大学支

援への活用、大学自治に基づいた研究保障、

運営費交付金等の充実に向けて引き続き努力

を行っていくものです。 

 

 全文は、全大教（https://zendaikyo.or.jp/）

のトップページの「一般公開ページ〈新着情

報〉」あるいは「全大教からのお知らせ」の、

「全大教中央執行委員会声明を発表しました」

（5月 24日）をご覧ください。 

 

 

 

支 部 の 活 動 か ら 

 

 南箕輪支部では、「職場技術＋研究交流会」

の第 1 回目を開催しました。 

 新型コロナウィルスのせいもあって、学部

内での会議以外での教職員の交流機会が減っ

ています。お互い何をしている人か知らず

に、ひとところにいるのはさみしいもので

す。「職場技術＋研究交流会」は、教職員が取

り組んでいることを交流し、業務に役立てら

れる機会になればと考えています。教職員組

合の組合員でない人にも報告・参加を呼びか

けています。 

 

（支部の取り組み情報を事務局へお寄せ下さい）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


